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  90 年代以降、応用一般均衡分析（CGE 分析）は貿易政策の効果を数量的に評価するためのツー







モデルには、日本国内を 23 部門、8 地域に分割した、地域間 CGE モデルを利用し、ベンチマ
ークデータには「平成 12 年試算地域間産業連関表」を利用している。分析の結果得られた主要
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1.  導入 
 
  90 年代以降、応用一般均衡分析（以下、CGE 分析）は貿易政策の効果を数量的に評価す
るためのツールとして幅広く利用されるようになった。特に、WTO における多角的自由化政
策、また地域間の FTA 等は CGE 分析の主要な研究テーマの一つとなっている
1。日本が関わ
る貿易自由化も数多くの CGE 分析によって評価されている。例えば Hertel, Walmsley, and 



























                                                  




















分析した研究は存在する。例えば Haddad,  Domingues  and  Perobelli（2002） 、Domingues  and 
Lemos（2004） 、Haddad and Perobelli (2005)である。３つとも、ブラジルが参加する貿易
自由化（FTA、多角的自由化）がブラジル内の各地域にもたらす影響について分析したもの












に日本国内の地域別の効果を分析している伴（2007）の静学的 CGE モデルを、貿易政策分  4
析用に若干の修正したものを利用している。モデルの多くの部分については、通常の貿易
CGE モデルをそのまま踏襲している。 

























結果となった。一人当たりの GDP の増加額は、最も大きい中部で 2 万 4,500 円、最も小さ
い東北で 1 万 1,900 円と 2 倍以上の差が生じた。一方、厚生効果については GDP 効果以上








































































2.  モデル 
 
                                                  
2 シミュレーションには GAMS（General Algebraic Modeling System）を利用しているので、プログラムは
全て GAMS 用のプログラムである。   7
  導入で言及したように、 貿易自由化の地域別効果を分析する方法としては、 Haddad  et  al. 
（2002）のようなトップダウン型のアプローチもある。しかし、彼らの CGE モデルはあく
まで国レベルのものであるし、全体の効果を地域別の効果に分解する方法がアドホックと
















に統合するので、 「北海道 （HOK） 」 、 「東北 （TOH） 」 、 「関東 （KAN） 」 、 「中部 （CHB） 」 、 「近畿 （KIN） 」 、





2.1.  生産サイド 
 




                                                  






区分を踏襲している。   8
ステイカーとして行動する。 
  生産関数には、図 1 の多段階 CES 型関数を仮定する。資本、労働、土地が CES 型関数で
合成され、さらにその他の中間財とレオンチェフ型で投入されるという定式化は、貿易政













2.2.  需要サイド 
 
各地域には一つの代表的家計が存在すると仮定する。家計の効用は「消費」と「貯蓄」
の Cobb-Douglas 型関数で決まると仮定する。さらに、消費は各財を Cobb-Douglas 型関数











2.3.  貿易 
 
貿易自由化の分析をおこなうのが目的であるので、海外との貿易をどうモデル化するか































貿易については、通常の CGE モデルと同様に Armington 仮定を置く。Armington 統合は図 
3 の二段階の CES 型関数でおこなわれるものとする。すなわち、まず（自地域も含めた）8
つの国内の地域からの財を CES 関数で統合し、その上で国内財と輸入財を統合するという
手順をとる。 GTAP モデルのような通常の貿易 CGE モデルでは、 輸入先が多数存在するので、
まず各地域からの輸入財を合成輸入財に統合し、その上で国内財と合成輸入財を統合する
                                                  
4 Domingues and Lemos（2004）はこちらのアプローチを利用している。 












































2.5.  代替の弾力性 
 






慮し、E_DM、E_DD、E_K、E_L については、感応度分析において表 2 とは異なった値を仮定
したケースも分析している。 
 
3.  データ 
 











能なデータ、及び GAMS のプログラムを参照して欲しい。以下では、 『連関表』以外のデー
タに依存する部分がある生産要素、税・トランスファーについて説明する。また、各地域









うに地域間の取引の情報がないため、本稿の分析には利用することができないのである。   12
の特徴を把握するため貿易、生産のデータを概観する。 
 





























経済計算年報』 （以下、 『年報』 ）から以下のように求めている。まず、 『年報』には「一国
経済」における「所得・富等に課される経常税(支払)」という項目がある。これは家計、
企業等が支払う経常税の合計額を表しており、所得税、法人税等の税がこれに含まれてい
                                                  
10 「輸入品商品税」とは輸入品に対して課される消費税、酒税、揮発油税、石油税等のことである（総務
省、2004、p.171） 。   13
る。ここでは、この「所得・富等に課される経常税(支払)」の平成 12 暦年（2000 年）の値、
44 兆 2,072 億円を所得税（生産要素に対する税）の総額とみなす。さらに、この「所得・
富等に課される経常税（支払） 」のうち、家計が支払っている額（ 「家計（個人企業を含む） 」
の支払）である 27 兆 6,091 兆円は個人が払っている所得税と住民税に対応すると考えられ
る
11。そこで、この部分を労働所得税とみなすことにする。そして、 「一国経済」の支払額






  上の方法で導出した税のデータは表 3 に掲載されている。さらに、表 3 には各地域の特








一人当たり GDP は GDP を表の人口で割って求めている。地域別の人口のデータは国立社
会保障・人口問題研究所（2005）の 2000 年の県別人口データから計算した。一人当たり GDP
の大きい順に並べると、KAN、CHB、KIN、CHG、HOK、SIK、TOH、KYU となる。最も高い KAN
では 440 万円／人であるのに対し、 最低の KYU では 320 万円／人と 120 万円もの差がある。
地域間の経済格差がかなり大きいということが確認できる。 
最後に各地域へのトランスファーのデータを確認しよう。各地域へのトランスファーの
額は第 2.4 節で説明した方法で導出している。KAN、KIN のように規模の大きい地域へのト





                                                  
11 『財政金融統計月報第 624 号』によると、平成 12 年の所得税（国税）は 18 兆 7,889 億円、道府県民税
（個人のみ）は 2 兆 3,863 億円、市町村民税（個人のみ）は6兆4 4 4億円であるので、その合計は 27 兆
2,196 億円となる。   14
たものである。 HOK、 TOH、 SIK、 KYU 等はトランスファーの部分が 25％～30％を占める一方、
KIN では 14％、KAN、CHB ではもっと少なく 9%ほどである。ここからも規模の小さい地域ほ
どトランスファーに頼る度合いが高いということが確認できる。 
 







純輸出がプラスの財は MAC、TMC、TRD 等である。MAC は輸入も非常に多いが、それ以上に
輸出が多いため、純輸出が大きくプラスとなっている。MAC だけで全輸出の 42％も占めて





列は GTAP データ（version 6）における日本の関税率のデータであり、 「差」は二つのデー
タの関税率の差を表している。多くの財についてはその差は小さいが、幾つかの財、特に
AGR と FOO については非常に大きい差がある。すなわち、AGR と FOO については GTAP デー
タにおける関税率のほうが『連関表』の関税率よりもはるかに高い数値となっている。 










上げている。表 3 における関税収入のデータは 1 兆 9,239 億円となっていた。元々の『連
関表』での関税収入が 8,451 億円に過ぎないのに 1 兆程度多くなっているのは、上のよう
に GTAP データに合わせ関税率を上方修正したためである。   15
  最後に各地域における部門別の付加価値データを見てみよう。表 5 は各地域における各
部門の付加価値のシェア（％）を表している。この数値から各地域においてどのような財
の生産が多いのかを読み取ることができる。まず、サービス部門はどの地域も同じような
数値であり、 特に地域による違いは観察されない。 HOKでは AGRと FOOのシェアが特に高く、
工業製品部門のシェアは低い。同様に、TOH、SIK、KYU などは AGR、FOO のシェアが高い傾
向にある。逆に KAN、CHB、KIN 等では、AGR のシェアは低く、MAC、CHM、TMC 等の工業製品
部門のシェアが高い傾向にある。これらの数値のみから貿易自由化の効果を予測すること
はできないが、貿易障壁が高い AGR、FOO のシェアが大きい HOK、TOH、SIK、KYU は自由化
からマイナスの影響を受ける可能性が高いのではないかと推測できる。 
 
4.  シミュレーション方法 
 
  分析する政策は関税率の撤廃、つまりベンチマーク均衡において存在する表 4 の関税を
全てゼロにするという政策である。シミュレーションは数値計算用ソフトウェア GAMS







[1]  まず、GTAP6 データにおいて財・部門を表 1 と同じ財・部門に、地域を「日本」と
「その他の地域」の 2 地域に統合する。 
[2]  「日本」と「その他の地域」がお互いに貿易自由化をおこなう（関税率、輸出税率






5.  シミュレーション結果 
 
5.1.  日本全体への効果 
 
                                                  





「ΔGDP」は各地域の GDP の変化額（10 億円） 、 「ΔpcGDP」は各地域の一人当たり GDP の
変化額（1,000 円） 、 「GDP（％） 」は GDP の変化率である
14。各地域の GDP は「消費＋投資＋
政府支出＋輸出－輸入＋移出－移入」で計算している。さらに、 「EV」は貿易自由化による
等価変分（10 億円）であり、 「pcEV」は一人当たりの等価変分（EV を人口で割ったもの、
単位 1,000 円）である。また、 「厚生（％） 」は厚生（代表的家計の効用）のベンチマーク
からの変化率である
15。 「消費」 、 「貯蓄」はそれぞれ消費、貯蓄の変化率である。厚生は消
費と貯蓄に依存して決まるので、この 2 つから厚生の変化の要因を読み取れる。 








化を見ればよい。まず、GDP については、日本全体で 2 兆 1,215 億円の増加（0.41％の増加）
となっている。つまり、貿易自由化により日本全体としてはプラスの GDP 効果が生じると











                                                  




16 普通の TOT は輸出価格、輸入価格のみから計算されるが、ここの TOT は移出、移入に関する価格も考慮
して計算しているということ。具体的な計算方法はプログラムを参照して欲しい。   17
意味がない。そこで以下では、一人当たり GDP の変化額（表のΔpcGDP）によって効果を比
較する。 まず、 一人当たり GDP の増加額が最も大きいのは CHB であり 2 万 4,500 円である。
一方、 最も増加額が少ないのは TOH で 1 万 1,900 円である。 両者で、 2 倍以上の開きがあり、
かなり大きい差が生じていることがわかる。 次に厚生効果を見よう。 厚生効果についても、




かる。すわなち、KAN、CHB、KIN では pcEV は 2 万円以上の値となっているのに対し、TOH、
KYU、 SIK では 3,000～6,000 円程度しかない。 CHG についても 1 万円程度であり、 KAN、 CHB、
KIN の半分以下の大きさしかない。GDP 効果についても地域間で差は観察されたが、厚生効
果については GDP 効果以上に大きな差が生じることがわかる。 
 
  順位 
一人当たり GDP  KAN > CHB > KIN > CHG > HOK > SIK > TOH > KYU 
ΔpcGDP  CHB > CHG > KIN > KAN > SIK > KYU > HOK > TOH 
pcEV  CHB > KAN > KIN > CHG > SIK > TOH > KYU > HOK 
 
さらにもう少し詳しく GDP 効果、 厚生効果を地域間で比較してみよう。 上の表はΔpcGDP、
pcEV の値が大きい順に地域を並べたものである。また、1 行目はベンチマークにおける一





















の原因である可能性があるが、厚生の上昇率が高い KAN と上昇率が低い HOK で同じように
交易条件の上昇率は高いという結果となっているので、やはり交易条件の動きのみでは厚
生上昇率の差を説明することはできない。 
さらに、GDP の変化（一人当たり GDP）の要因をより詳細に分析するため、GDP の変化の
要因分解をおこなう。GDP は「GDP＝消費＋投資＋政府支出＋輸出－輸入＋移出－移入」と
定義されていたので、GDP の変化はこの 7 つの部分の変化に分解できる。それをおこなった
のが表 7 である。まず、 「政府支出」であるが、ここでは実質政府支出を一定と仮定してい
るので、その部分の変化は常にゼロである。次に「投資」であるが、符号の逆転が観察さ
れるが絶対値自体は他の項目と比較し相対的に小さいためほぼ無視できる。自由化の結果、





すなわち、CHB、SIK は輸出の貢献度が非常に大きく、逆に HOK では貢献度は非常に低い。






という関係を持っているので、厚生の変化は「要素所得」 、 「トランスファー」 、 「政府支出」






でマイナスとなっている。   19
以上の 3 つの要因により一人当たり EV が決まるが、一人当たり EV の高い地域と低い地
域で異なった傾向が観察できる。まず、一人当たり EV が高い KAN、CHB、KIN では、 「要素
所得」の貢献分が大きく、逆に「トランスファー」 、 「政府支出」のマイナス分が非常に小















両者の生産が多い HOK、TOH、SIK、KYU の GDP、厚生の上昇が小さい、あるいは低下してい
ることの大きな原因だと考えられる。 
 




度分析は以下の 6 つの点についておこなう。 
A)  所得に対する税についての仮定 
B)  トランスファー（再分配）方法の変更 
C)  代替の弾力性の値 
D)  交易条件についての仮定 
E)  関税率の修正 
F)  サービス貿易自由化 
以下、A)～F）について簡単に説明する。A）では、ベンチマークにおける所得税額の導
出方法を変更したケースを分析する。基準ケースでは、 『年報』の「所得・富等に課される
経常税（支払） 」のうち、家計が支払っている額（ 「家計（個人企業を含む） 」の支払）であ  20
る 27 兆 6,091 兆円をベンチマークの労働所得税額と仮定していた。 B)では、 この 27 兆 6,091
















内財間の EOS（E_DD） 、国内財と輸入財の間の EOS（E_DM） 、帰属の異なる地域の労働、資本














                                                  
17 交易条件の変化を求めるためにおこなった GTAP モデルのシミュレーションでは日本全体の GDP は
0.09％、全体の消費は 0.20％上昇するという結果となった。本稿の基準ケースのシミュレーションではそ
れぞれ 0.41％、0.65％であるので、GTAP モデルのシミュレーションよりは効果が全般的に大きくなってい











  結果は表 10 に示されている。以下、結果、特に GDP 効果と厚生効果がどう変わるか順番








  ケース B は、一人当たり EV（pcEV）を均等化させるという条件を付けてトランスファー
を決めるケースであった。計算結果によると、そのような条件を課したケースでは各地域





衡を実現できるということである。一方、GDP 効果はケース A のときと同様に基準ケースと





  次にケース C を見よう。まず、ケース C-1 であるが、一人当たり GDP の増加額、一人当
たり EV は全ての地域で高まっている。このように効果が大きくなるという意味で結果は変
                                                  
18 これについても詳細はシミュレーションのプログラムを参照して欲しい。   22
わるが、GDP 効果、厚生効果に大きい地域間格差がある、しかも所得の高い地域ほど自由化
の利益が大きいという結果は基準ケースと全く変わっていない。ケース C-2 は C-1 とは全
く逆で効果が全体的に小さくなり、HOK だけではなく、KYU も厚生が低下するという結果に
なっているが、このケースでも定性的な結果は基準ケースと変わらない。 
  ケース D では全体的に GDP、厚生の増加額は低下する。これは基準ケースで改善していた
対外交易条件を一定にしているので、ある意味当然である
19。HOK の一人当たり GDP の増加
額が最も大きくなるという他のケースで見られない特徴はあるが、それ以外は基準ケース
とやはり変わらない。ケース E でも GDP、厚生の増加額は全体的に低下している。関税率の
修正をしている基準ケースと比較し、ベンチマークでの関税率が低くなるので、自由化の
効果が小さくなるのはやはり当然の結果である。 ただし、 基準ケースでEVが小さかったHOK、
TOH、SIK、KYU では逆に EV は拡大している。この意味で格差は若干縮小したと言えるが、
それでも依然大きな差は残る。ケース F では、GDP 効果、厚生効果とも全般的に拡大すると
いう変化はあるが、地域間の格差はあいかわらず大きい。 




















                                                  
19 GTAP モデルから計算される日本の対外 TOT の変化は改善方向の変化となっている。   23
 
6.  結語 
 







日本の貿易自由化のもたらす地域別効果を CGE モデルによって分析した。 















の GDP の増加額は、最も大きい中部で 2 万 4,500 円、最も小さい東北で 1 万 1,900 円と 2
倍以上の差が生じた。一方、厚生効果については、一人当たりの EV が最も大きい中部で 2






















は再分配ルールに強く依存していることもわかった。   25
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1 agr 農林水産業 農業、林業、漁業
2 min 鉱業 鉱業
3 fue 石炭・原油・天然ガス 石炭・原油・天然ガス
4 foo 食料品・たばこ・飲料 食料品・たばこ・飲料
5 tex 繊維工業製品 繊維工業製品
6 wap 衣服・その他の繊維製品 衣服・その他の繊維製品
7 woo 製材・木製品・家具 製材・木製品・家具
8 ppp パルプ・紙・出版・印刷 パルプ・紙・板紙・加工紙、出版・印刷
9 chm 化学製品 化学基礎製品、合成樹脂、化学最終製品、医薬品、プラス
チック製品
10 p_c 石油製品・石炭製品 石油製品・石炭製品
11 scp 窯業・土石製品 窯業・土石製品
12 fem 鉄鋼 鉄鋼
13 nfm 非鉄金属 非鉄金属





16 tmc 自動車・輸送機械 乗用車、その他の自動車、その他の輸送機械
17 oip その他の工業製品 その他の製造工業製品、再生資源回収・加工処理
18 cns 建築・公共事業 建築及び補修、公共事業、その他の土木建設
19 egw 電力、ガス・熱供給 電力、ガス・熱供給、水道・廃棄物処理
20 trd 商業 商業
21 fin 金融・保険 金融・保険・不動産、住宅賃貸料（帰属家賃）
22 trn 運輸 運輸
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表 3：ベンチマークデータ 
関税 労働所得税 資本所得税 その他 合計 人口（千人）
hok 105 1,052 631 1,355 3,143 5,683
toh 152 1,732 1,090 2,160 5,134 9,817
kan 738 12,080 7,396 14,820 35,035 49,780
chb 208 3,156 1,707 3,926 8,998 13,310
kin 369 4,718 2,900 6,048 14,035 21,685
chg 110 1,553 887 2,430 4,980 7,733
sik 61 765 449 1,029 2,303 4,154
kyu 181 2,553 1,539 3,079 7,351 14,764






hok 19,934 3.9 3,508 7,320 9.7 30.8
toh 33,512 6.6 3,414 8,938 11.8 24.6
kan 219,221 43.2 4,404 18,374 24.3 8.9
chb 56,677 11.2 4,258 4,543 6.0 8.8
kin 86,612 17.1 3,994 11,959 15.8 14.0
chg 29,099 5.7 3,763 5,898 7.8 20.0
sik 14,297 2.8 3,442 3,943 5.2 25.0
kyu 47,917 9.4 3,246 14,755 19.5 27.1







輸出額 輸入額 純輸出額 IO（修正前） GTAP 差 IO（修正後）
agr 72 1,646 -1,574 2.2 22.6 -20.4 22.6
min 11 886 -875 0.0 0.1 -0.1 0.0
fue 0 6,812 -6,812 0.7 0.0 0.7 0.7
foo 190 3,327 -3,137 8.6 31.4 -22.8 31.4
tex 540 353 188 5.1 7.1 -2.0 7.1
wap 48 2,339 -2,291 8.7 10.9 -2.2 10.9
woo 51 1,299 -1,248 1.8 1.4 0.4 1.8
ppp 293 541 -248 0.2 0.3 -0.1 0.2
chm 4,016 2,895 1,122 1.2 1.0 0.2 1.2
p_c 289 1,731 -1,441 0.6 1.6 -1.0 0.6
scp 585 376 209 0.6 0.6 0.0 0.6
fem 1,492 424 1,067 1.3 1.0 0.3 1.3
nfm 914 1,763 -849 0.4 0.4 0.0 0.4
met 520 345 175 0.7 0.5 0.2 0.7
mac 24,717 11,235 13,481 0.0 0.0 0.0 0.0
tmc 11,772 1,787 9,985 0.0 0.0 0.0 0.0
oip 1,159 2,391 -1,232 3.7 1.2 2.5 3.7
cns 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0
egw 31 2 29 0.0 0.0 0.0 0.0
trd 4,492 677 3,814 0.0 0.0 0.0 0.0
fin 398 371 27 0.0 0.0 0.0 0.0
trn 4,261 2,885 1,376 0.0 0.0 0.0 0.0
ser 1,635 5,161 -3,526 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 57,487 49,246 8,240
貿易データ（10億円） 関税率（％）
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表 5：各地域における部門別の付加価値シェア（％） 
hok toh kan chb kin chg sik kyu
agr 5.5 3.7 0.9 1.1 0.6 1.7 3.4 3.2
min 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.3 0.2
fue 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
foo 4.1 4.3 2.7 2.8 2.9 3.1 4.1 3.8
tex 0.0 0.1 0.1 0.6 0.4 0.2 0.2 0.1
wap 0.1 0.7 0.2 0.3 0.4 0.6 0.7 0.3
woo 0.5 0.6 0.3 0.7 0.4 0.7 0.9 0.5
ppp 1.7 1.4 2.1 1.5 1.8 1.3 3.0 1.1
chm 0.4 1.3 2.3 3.1 2.7 3.3 2.6 1.1
p_c 1.5 0.4 0.9 1.3 0.9 3.0 1.6 0.5
scp 0.6 0.9 0.5 1.4 0.7 0.9 0.8 1.0
fem 0.4 0.4 0.6 1.4 1.2 2.9 0.3 0.9
nfm 0.0 0.4 0.4 0.7 0.4 0.4 0.5 0.2
met 0.6 1.0 1.1 1.9 1.7 1.1 1.0 0.8
mac 0.9 6.8 6.2 7.5 6.5 5.1 3.9 4.3
tmc 0.5 0.6 1.7 6.7 1.0 2.5 0.8 1.2
oip 0.2 0.5 0.7 1.1 0.8 0.7 0.4 0.5
cns 9.5 8.9 6.5 7.0 7.0 7.5 7.7 8.1
egw 2.5 5.5 2.4 2.7 3.5 3.1 3.2 3.1
trd 13.3 11.9 14.2 13.9 13.8 11.6 11.5 12.5
fin 16.1 15.3 17.6 11.7 17.5 13.9 15.7 16.1
trn 6.0 4.6 4.1 4.4 4.4 5.9 5.3 5.2
ser 35.4 30.4 34.4 28.0 31.5 30.3 32.0 35.5
sum 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  
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表 6：シミュレーション結果（基準ケース） 
ΔGDP ΔpcGDP GDP（％） EV pcEV 厚生（％） 消費（％） 貯蓄（％） PL(%) PK(%) PLAND(%) TOT(%)
hok 69.0 12.1 0.34 -14.1 -2.5 -0.09 -0.01 -0.36 1.5 -0.4 -14.8 1.6
toh 117.2 11.9 0.35 37.2 3.8 0.14 0.31 -0.36 1.4 0.0 -16.4 0.9
kan 827.6 16.6 0.37 1,143.4 23.0 0.67 0.78 0.34 1.1 0.5 -18.5 1.5
chb 326.1 24.5 0.57 346.8 26.1 0.85 0.98 0.49 1.3 0.7 -18.7 0.8
kin 387.4 17.9 0.44 472.1 21.8 0.69 0.80 0.26 1.2 0.7 -17.9 0.8
chg 143.3 18.5 0.49 82.8 10.7 0.38 0.48 0.09 1.2 0.6 -16.4 0.7
sik 68.0 16.4 0.47 23.1 5.6 0.20 0.30 -0.13 1.6 0.1 -17.5 0.4
kyu 182.9 12.4 0.38 29.3 2.0 0.08 0.15 -0.20 1.3 0.2 -16.5 1.1
全体 2,121.5 16.7 0.41 2,120.7 16.7 0.54 0.65 0.19  
 
表 7：一人当たり GDP 変化の要因分解（1,000 円） 
地域 消費 投資 政府支出 輸出 輸入 移出 移入 合計
hok -0.3 -2.2 0.0 8.8 -58.6 9.4 55.1 12.1
toh 6.2 -2.4 0.0 33.1 -51.7 -3.1 29.9 11.9
kan 20.1 2.9 0.0 48.3 -54.4 -5.2 5.0 16.6
chb 21.9 4.2 0.0 101.0 -56.0 -27.5 -19.0 24.5
kin 20.0 1.7 0.0 43.3 -61.4 -6.8 20.9 17.9
chg 10.1 0.6 0.0 58.1 -49.7 -7.5 6.9 18.5
sik 6.4 -0.8 0.0 108.0 -51.9 -32.6 -12.6 16.4
kyu 3.2 -1.2 0.0 62.1 -44.0 -8.2 0.5 12.4
全体 15.3 1.4 0.0 54.2 -54.2 -8.4 8.4 16.7  
 
表 8：一人当たり EV の要因分解（1,000 円） 
地域 要素所得 トランスファー 政府支出 合計
hok 17.4 -9.4 -10.4 -2.5
toh 20.7 -9.4 -7.5 3.8
kan 32.1 -5.0 -4.2 23.0
chb 35.9 -4.8 -5.1 26.1
kin 33.7 -6.9 -5.1 21.8
chg 27.5 -10.0 -6.8 10.7
sik 25.7 -12.1 -8.0 5.6
kyu 21.5 -12.7 -6.9 2.0
全体 29.5 -7.2 -5.6 16.7    30
 
表 9：基準ケースにおける各地域・各部門の生産量の変化率（％） 
hok toh kan chb kin chg sik kyu
agr -11.9 -13.5 -15.2 -15.8 -15.0 -13.8 -14.6 -13.7
min 2.7 2.1 0.1 -0.6 0.4 1.4 1.0 2.6
fue -1.5 -2.3 -4.8 -8.3 -6.4 -4.4
foo -5.0 -8.4 -11.5 -12.0 -12.4 -11.4 -12.3 -10.6
tex -6.0 -7.0 -9.9 -9.8 -10.0 -8.8 -11.2 3.6
wap -13.7 -10.6 -12.7 -12.6 -12.5 -12.5 -12.7 -12.4
woo 5.6 2.5 -2.7 -3.0 -2.5 0.3 0.7 -0.1
ppp 3.4 1.0 -1.1 -1.7 -1.2 -0.4 0.5 -1.0
chm 0.6 1.5 0.0 -1.0 -0.5 3.5 2.0 1.8
p_c 1.7 -1.7 0.1 -0.4 0.1 0.9 -0.2 0.9
scp 1.3 1.8 0.4 0.3 1.6 0.7 0.6 1.4
fem 5.8 4.9 3.7 3.1 4.7 6.0 13.6 9.9
nfm 3.8 5.5 3.9 2.5 4.0 4.9 3.4 5.7
met 1.4 2.0 0.4 -0.5 0.5 0.4 1.4 1.0
mac 0.6 6.2 4.0 2.5 4.4 3.1 10.2 9.3
tmc 15.3 2.1 7.3 9.9 9.7 9.0 92.8 27.9
oip -1.3 0.8 -2.1 -2.2 -0.5 -0.6 -2.5 0.4
cns -0.2 -0.2 0.2 0.2 0.1 0.0 -0.1 -0.1
egw 0.6 1.4 -0.1 0.2 0.1 1.0 0.7 0.5
trd 1.7 0.9 -0.1 -1.5 -0.2 -0.6 -1.1 -0.5
fin 0.4 -0.1 0.0 -0.2 -0.1 -0.2 0.0 -0.3
trn 1.3 -0.2 0.5 -0.8 0.1 -0.2 -1.2 -0.3
ser 0.6 0.3 0.1 0.0 0.2 0.0 -0.1 0.1    31
表 10：感応度分析 
基準ケース
ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 69.0 12.1 0.34 -14.1 -2.5 -0.09
toh 117.2 11.9 0.35 37.2 3.8 0.14
kan 827.6 16.6 0.37 1,143.4 23.0 0.67
chb 326.1 24.5 0.57 346.8 26.1 0.85
kin 387.4 17.9 0.44 472.1 21.8 0.69
chg 143.3 18.5 0.49 82.8 10.7 0.38
sik 68.0 16.4 0.47 23.1 5.6 0.20
kyu 182.9 12.4 0.38 29.3 2.0 0.08
全体 2,121.5 16.7 0.41 2,120.7 16.7 0.54
ケースA（所得税変更）
ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 68.1 12.0 0.34 46.6 8.2 0.28
toh 115.3 11.7 0.34 90.9 9.3 0.34
kan 807.0 16.2 0.36 950.5 19.1 0.56
chb 321.3 24.1 0.56 277.1 20.8 0.68
kin 380.6 17.5 0.44 457.9 21.1 0.67
chg 141.3 18.3 0.48 101.9 13.2 0.47
sik 66.7 16.1 0.46 38.5 9.3 0.34
kyu 180.7 12.2 0.37 116.8 7.9 0.30
全体 2,080.9 16.4 0.41 2,080.2 16.4 0.53
ケースB（再分配方法変更）
ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 71.7 12.6 0.36 95.0 16.7 0.58
toh 119.6 12.2 0.35 164.2 16.7 0.62
kan 821.8 16.5 0.37 832.4 16.7 0.49
chb 324.9 24.4 0.57 222.6 16.7 0.54
kin 385.8 17.8 0.44 362.6 16.7 0.53
chg 144.1 18.6 0.49 129.3 16.7 0.60
sik 68.5 16.5 0.47 69.5 16.7 0.61
kyu 187.0 12.7 0.39 246.9 16.7 0.63
全体 2,123.3 16.7 0.41 2,122.5 16.7 0.54
ケースC-1（代替の弾力性の値を上昇）
ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 103.4 18.2 0.51 3.5 0.6 0.02
toh 153.6 15.6 0.45 68.7 7.0 0.26
kan 999.7 20.1 0.45 1,335.3 26.8 0.79
chb 381.9 28.7 0.67 399.0 30.0 0.97
kin 491.3 22.7 0.56 585.2 27.0 0.85
chg 176.4 22.8 0.60 114.1 14.8 0.53
sik 95.5 23.0 0.66 43.0 10.3 0.38
kyu 236.7 16.0 0.49 88.6 6.0 0.23
全体 2,638.5 20.8 0.52 2,637.3 20.8 0.67
ケースC-2（代替の弾力性の値を低下）
ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 37.3 6.6 0.19 -30.8 -5.4 -0.19
toh 83.8 8.5 0.25 7.8 0.8 0.03
kan 648.4 13.0 0.29 958.0 19.2 0.56
chb 268.0 20.1 0.47 293.7 22.1 0.72
kin 285.7 13.2 0.33 360.5 16.6 0.52
chg 111.3 14.4 0.38 52.1 6.7 0.24
sik 47.6 11.5 0.33 5.5 1.3 0.05
kyu 134.8 9.1 0.28 -30.3 -2.1 -0.08




ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 57.1 10.1 0.28 -69.9 -12.3 -0.42
toh 65.2 6.6 0.19 -43.6 -4.4 -0.16
kan 366.2 7.4 0.17 677.4 13.6 0.40
chb 104.6 7.9 0.18 220.8 16.6 0.54
kin 205.1 9.5 0.23 282.3 13.0 0.41
chg 59.3 7.7 0.20 12.4 1.6 0.06
sik 28.4 6.8 0.20 -18.6 -4.5 -0.16
kyu 76.3 5.2 0.16 -99.7 -6.8 -0.25
全体 962.3 7.6 0.19 961.2 7.6 0.24
ケースE（関税率の修正なし）
ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 18.9 3.3 0.09 11.2 2.0 0.07
toh 52.6 5.4 0.16 40.1 4.1 0.15
kan 497.4 10.0 0.23 633.1 12.7 0.37
chb 228.4 17.2 0.40 185.7 14.0 0.45
kin 200.4 9.2 0.23 232.2 10.7 0.34
chg 92.3 11.9 0.31 57.1 7.4 0.27
sik 40.0 9.6 0.28 25.0 6.0 0.22
kyu 107.9 7.3 0.22 53.7 3.6 0.14
全体 1,238.0 9.8 0.24 1,238.0 9.8 0.31
ケースF（サービス貿易自由化も考慮）
ΔGDP ΔpcGDP GDP(%) EV pcEV 厚生(%)
hok 72.1 12.7 0.36 -4.8 -0.8 -0.03
toh 127.7 13.0 0.38 54.0 5.5 0.20
kan 1,058.4 21.3 0.48 1,359.7 27.3 0.80
chb 380.5 28.6 0.66 394.9 29.7 0.96
kin 468.0 21.6 0.54 554.3 25.6 0.81
chg 164.7 21.3 0.56 104.4 13.5 0.48
sik 73.8 17.8 0.51 30.5 7.4 0.27
kyu 212.2 14.4 0.44 63.6 4.3 0.16
全体 2,557.5 20.1 0.50 2,556.6 20.1 0.65  
 
 





hok toh kan chb kin chg sik kyu
agr -18.7 -20.9 -23.0 -23.8 -22.7 -21.0 -22.4 -21.2
min 5.1 4.4 1.0 0.1 1.6 3.3 1.6 4.9
fue 0.0 0.1 -4.8 -10.5 -8.0 -5.2
foo -8.7 -14.8 -21.0 -21.7 -22.7 -20.5 -22.2 -18.7
tex -9.7 -11.0 -15.2 -15.0 -15.6 -13.7 -18.2 7.1
wap -21.4 -17.0 -19.9 -20.0 -19.7 -19.7 -20.9 -20.0
woo 11.5 5.9 -4.0 -4.3 -3.7 1.9 2.0 0.9
ppp 5.7 1.7 -1.7 -2.6 -2.0 -0.5 0.1 -1.9
chm 0.8 2.6 0.0 -1.5 -0.9 5.5 2.5 2.4
p_c 2.7 -2.4 -0.1 -0.9 -0.2 1.1 -0.7 0.9
scp 2.1 2.9 0.6 0.7 2.7 0.8 0.1 1.9
fem 8.8 7.4 5.6 4.7 7.3 9.4 26.3 16.0
nfm 6.2 9.2 6.7 4.5 6.7 7.7 3.8 9.0
met 2.2 3.1 0.5 -0.8 0.8 0.5 1.7 1.3
mac -0.3 9.7 6.2 4.2 6.9 4.6 15.9 15.2
tmc 22.7 0.5 9.4 14.4 13.5 12.5 197.6 48.3
oip -2.2 2.1 -3.0 -2.9 -0.3 -1.5 -4.6 0.6
cns -0.1 -0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 -0.1 -0.1
egw 1.1 2.6 -0.4 0.2 0.1 1.5 1.3 0.8
trd 2.6 1.3 -0.1 -1.8 -0.2 -0.6 -2.9 -1.1
fin 0.9 0.1 0.1 -0.2 0.0 -0.1 0.3 -0.1
trn 1.4 -0.8 1.4 -1.1 0.5 -0.3 -3.4 -1.0
ser 1.1 0.6 0.2 0.1 0.3 0.1 -0.4 0.1
ケースE（関税率の修正なし）
hok toh kan chb kin chg sik kyu
agr -2.3 -2.8 -3.2 -3.6 -3.2 -3.3 -3.5 -3.3
min -0.2 -0.7 -1.3 -1.7 -1.1 -1.2 -1.7 -0.5
fue -5.7 -6.2 -6.7 -8.1 -7.1 -6.6
foo -2.3 -3.0 -3.6 -3.9 -3.8 -3.6 -4.0 -3.6
tex -6.5 -7.9 -9.2 -8.9 -9.1 -8.7 -10.2 -3.6
wap -12.8 -9.6 -11.0 -10.8 -10.7 -10.9 -10.9 -11.2
woo -0.9 -1.4 -2.2 -2.7 -2.2 -2.0 -2.1 -2.2
ppp 1.1 0.3 -0.7 -0.9 -0.6 -0.3 0.1 -0.8
chm -0.7 -0.5 -0.7 -1.2 -1.0 1.8 0.0 0.2
p_c 1.1 -1.8 0.3 -0.1 0.3 0.8 -0.1 0.8
scp 0.2 0.5 0.1 0.0 0.7 0.3 0.2 0.4
fem 1.9 1.9 1.7 1.4 2.4 2.9 6.2 4.7
nfm -0.2 1.1 0.9 0.1 1.2 1.8 1.2 1.5
met 0.2 0.8 0.2 -0.2 0.4 0.0 0.4 0.3
mac -1.0 2.5 1.8 0.9 2.1 1.0 4.6 3.4
tmc 6.9 0.9 4.5 6.1 6.1 5.3 47.4 15.8
oip -3.1 -2.5 -3.2 -3.4 -2.5 -1.2 -3.6 -2.0
cns 0.0 0.0 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1
egw 0.2 0.3 0.0 0.2 0.0 0.6 0.3 0.2
trd 0.6 0.4 0.0 -0.9 0.0 -0.5 -0.8 -0.4
fin 0.0 -0.1 0.0 -0.2 -0.1 -0.1 -0.1 -0.2
trn 0.3 -0.1 -0.1 -0.6 -0.1 -0.3 -0.7 -0.4
ser 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.0  
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図 3：Armington 統合 
 